第１号様式（第７条関係）
　　年　　月　　日

民設民営放課後児童クラブ運営事業者募集に関する協議書

世田谷区長あて

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　印

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
１　応募に至る動機及び抱負
	


２　応募要件
	事業・運営実績
	☑欄
	確認事項

	
	□
	応募日時点において３年以上の法人運営実績を有する

	
	□
	以下のいずれかに該当すること。

①放課後児童健全育成事業、又は区が放課後児童健全育成事業と同等と認める事業のいずれかを１年以上運営していること。

※同等と認める事業とは、開所日・開所時間及び対象者等が、新ＢＯＰ学童クラブと同程度の条件で運営されていることを基本とし、個別に事業を確認し判断する。

②５歳児までの保育・教育を行う認可保育所、又は児童福祉施設として法的に位置づけられる認定こども園（幼保連携型認定こども園・保育所型認定こども園）のいずれかを３年以上運営していること。

③児童厚生施設である児童館を１年以上運営していること。

	財務状況
	□
	経営状態が良好であること。

	
	□
	直近３年間の会計年度において、３年間連続して損失を計上していない

	
	□
	直近期の会計年度において、いずれの年度も債務超過になっていない

	監査、指導検査等
	□
	法人及び運営している施設において、直近に実施された所管庁の監査、指導検査等において、文書指摘を受けていない

※別途、監査結果を添付してください

	
	□
	法人及び運営している施設において、直近に実施された所管庁の監査、指導検査等において、文書指摘を受けているが、適正な改善報告がなされている

※別途、監査結果及び改善報告書を添付してください。


３　提案物件の概要

	施設名
	

	所在地
	世田谷区

	提案物件
	現況
	更地　・　建物あり　・　その他（　　　　　　　　　）

	
	☑欄
	確認事項
	☑欄
	確認事項

	
	□
	土地
	□
	建物（　　階建ての　　階部分）

【その他の階の状況】



	権利関係
	□
	自己所有
	□
	賃貸借（定期借地等を含む）

	
	□
	購入予定（　　年　　月頃）


４　提案する放課後児童クラブの概要

	開設年月日
	　　　　年　　月　　日

	定員
	　　　　　名　　　　　　支援

	建物構造等
	

	建築面積
	　　　　　　　　㎡
	延床面積
	　　　　　　　㎡

	建物・設備
	☑欄
	確認事項

	
	□
	専用区画を、児童１人につき1.65㎡以上を確保すること。

	
	□
	専用区画の他にトイレ、事務室等を設置し、付帯設備として下駄箱、手洗い場、ランドセルロッカー、キッチン、冷暖房、専用電話など支援の提供に必要な設備及び備品等を整備すること。

	
	□
	敷地外、建物外に出ることができる二方向の避難経路を確保し、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設けること。

	
	□
	専用区画及び設備、備品等は、衛生及び安全が確保されていること

	
	□
	運営法人は継続して事業を行うこと。また、建物の所有権又は賃借権を有し（賃借、使用賃借、地上権などにより、法的に占有権限があること）、又は確実に有する見込みがあること。

	
	□
	土地・建物について、使用貸借契約や共有による確保等は原則として認められない。

	
	□
	建物所有者が住民税又は法人住民税、固定資産税、個人事業税、都市計画税等を滞納していないこと。

	
	□
	放課後児童クラブの施設整備・運営に関しては、事業の円滑な運営のため事業者の責任において町会関係者、近隣住民等へ十分な説明を行うとともに、誠実に対応すること。

	
	□
	施設においては、保護者お迎え時の駐輪場の確保と建物の所有者ほか近隣に対し説明および対応を行うこと。また放課後児童クラブ関係者や緊急車両、ごみ収集車等が一時駐車できるスペースなども確保することが望ましい。施設や周辺に駐輪場の確保が難しい場合は、近隣関係者への説明や保護者へ周知を行うなど十分配慮すること

	
	□
	施設の設計や工事にあたっては、近隣関係者からの要望に配慮し、可能な限り対応すること。また、事業者の責任において解決を図るよう努めること。

	
	□
	日照や景観、プライバシー等、近隣住民に配慮したものとすること。

	
	□
	開設後も地域住民に配慮した運営を行い、良好な関係を築くよう努めること。
提案する施設は、放課後児童クラブとして使用する旨、貸主の了承を得ておくこと。

	
	□
	建築基準法による児童福祉施設等用途として、設計を確定する前に、建築基準法や消防法等をはじめとする建築基準関係法令に適合すること。不明点や疑義がある場合は、設計者が世田谷区都市整備政策部建築審査課及び管轄の消防署に相談し、その指導に従うこと。

	
	□
	計画地には都市計画法第３３条第１項第８号により開発行為が禁止されている区域（災害レットゾーン）を含まないこと。計画地が建築物浸水予防対策要綱第３条に該当する場合は世田谷区都市整備政策部建築調整課へ届出をし、後日、児童課へ「届出印」が押印された副本（オンライン手続きの場合は、受付完了メールと届出書）を提出すること。あわせて「世田谷区洪水ハザードマップ」の浸水想定区域、「世田谷区土砂災害ハザードマップ」の土砂災害警戒区域に該当する場合は、事業計画書にその旨を明記し、当該区域内であることを踏まえた災害対策について記載すること。

	
	□
	既存の建物を使用する場合は、建築確認申請書・建築確認済証及び検査済証（紛失している場合は世田谷区都市整備政策部建築調整課が発行する台帳記載事項証明書）の提出が可能であり、かつ建築基準法による用途変更が確実に行えるものであり、放課後児童健全育成事業所として使用するための施設基準を満たす建物であること。

	
	□
	原則として、昭和５６年６月１日以降に建築確認を受けている建物（新耐震基準）。ただし、これ以前に建築確認を受けている場合であっても、耐震補強を実施するなどして、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通省告示第１８４号）に定める方法により行った耐震診断を受け、Ｉｓ値（構造耐震指標）が０．７以上かつ、ｑ値１．０以上若しくは、ＣｔｕＳｄ値０．３以上となる鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物、Ｉｗ値が１．１以上の木造の建築物は、対象となることがあります。

	
	□
	建物の用途は、建築基準法と同様に「児童福祉施設等（福祉施設）」とし、建築基準関係規定である「世田谷区高齢者、障害者等が安全で安心して利用しやすい建築物に関する条例（以下「世田谷区バリアフリー建築条例」という。）」に適合させること。また、世田谷区都市整備政策部都市デザイン課へ「世田谷区ユニバーサルデザイン推進条例」の届出をし、後日、児童課へ副本を提出すること。

	
	□
	設計にあたり、その他世田谷区関係条例等については、必ず事前に世田谷区関係部署に相談し、その指示に従うこと。（例）世田谷区みどりの基本条例（各総合支所街づくり課）、その他保健所など。

	事業の
継続性
	□　
	経営状況等の悪化や賃借する物件の抵当権の実行等により、放課後児童クラブを閉鎖しなければならない場合の在籍児の処遇について、具体的な対応を考えている。

	貸付制度の

利用
	□
	区から貸付を受ける予定である。

	
	□
	福祉医療機構から貸付を受ける予定である。

	
	□
	その他金融機関等から貸付を受ける予定である。


事前協議様式１








